
【応募（エントリー）にあたっての事前確認事項】 

１． 応募（エントリー）にあたってのご留意事項 

(１) 「エントリーシート」は記入漏れの無いようご確認ください。記入漏れがある場合、受付できない場合があります。 

(２) 提出された「エントリーシート」は返却いたしません。予めコピーを取る等「控え」を作成してください。 

(３) 応募者は「北海道起業家甲子園 2025」に応募するにあたって、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権

等の知的財産権並びに営業秘密及びノウハウ等の法的保護を受けられる情報について、あらかじめ自らの費用

と責任において対策を講じた上で、一般に公表しても差し支えのない内容のものを提出してください。主催者及び

審査員は、これらの法的権利や法的保護措置等については、一切、責任を負いかねます。 

(４) アイディアの盗用その他不正があった応募や受賞については、審査対象外あるいは受賞取消とする場合があり

ます。 

 

２． 情報の取扱いについての確認事項 

(１) お申込み情報の共同利用 

応募に際してご提出いただく応募者の企業情報、事業内容等（以下「お申込情報」といいます。）は、「北海道起

業家甲子園 2025」の主催者である総務省北海道総合通信局、国立研究開発法人情報通信研究機構、一般社団

法人北海道マルチテック・クリエイティブ協議会及び北海道テレコム懇談会（以下、「主催者」という）が共同利用し

ます。 
(２) 個人情報の取扱い 

お預かりした個人情報は、主催者の個人情報保護の規定（総務省の保有する個人情報等の適切な管理のため

の措置に関する訓令等）に従って適正に管理いたします。 

(３) 個人情報の利用目的 

お申込情報に含まれる個人情報は、「北海道起業家甲子園 2025」の運営・実施及び成果把握を目的として利用

します。 

(４) 個人情報等の共同利用・第三者提供 

ア  お申込情報（個人情報を含む。）は、主催者の間で共同利用するほか、審査の目的で審査員（メンター）にも 

   提供します。 

イ  審査終了後のお申込情報（個人情報を含む。）は、主催者のみで利用するものとし、利用目的は各種支援に

関する連絡や成果把握等の調査に限定します。 

(５) 個人情報に関するお問い合わせ 

お預かりした個人情報の開示、利用停止等若しくは利用目的の通知のご請求、または個人情報に関する苦情の

お申し出、その他のお問い合わせについては、下記までご連絡ください。 

北海道総合通信局 情報通信部 情報通信連携推進課（011-709-2311（内線 4764））担当：奥野、北島、古屋 

 

３． 反社会的勢力の排除 

(１)  応募者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者

（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明

し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。 
ア 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

イ  暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

ウ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、

不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

エ  暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有

すること 

オ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

(２) 応募者は、自ら又は第三者を利用して次の各号の 1 つにでも該当する行為を行わないことを確約します。 



ア 暴力的な要求行為 

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

ウ 脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

エ 風説を流布し、偽計又は威力を用いて運営者の信用を毀損し、または運営者の業務を妨害する行為 

オ その他前号に準ずる行為 

(３) 応募者が、以下の項目に該当した場合には、応募を受け付けることができません。また、応募後にこれらが

判明した場合には審査対象外あるいは受賞取消とします。 

ア 暴力団員等もしくは（１）各号のいずれかに該当する場合 

イ （２）各号のいずれかに該当する行為を行った場合 

ウ （１）の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

 

上記の１から３までの内容にご同意いただいたうえで、ご応募ください。 

（同意が無い場合は、応募は受付できません。） 

なお、主催者は、法令の改正その他の理由により、本プログラムの内容を変更することがあります。 

 


